
○  「地上或包括ケア」を推進するに当たっては、①地i或課題、②地域資源の状況、③高齢化の

進展状況等、各市町村によって、それぞれ状況が異なることから、各市町村の実情に応じて

優先的に取り組むべき以下のような重点事項を、各市町村等が半」断のうえ選択して第 5期計

画に位置づけられるようにする等、段階的に介護保 lk‐事業 (支援)計画の記載内容を充実3螢

化させることも重要であると考えている。

し続 け られ る 地 域 包 括 ケ ア を 実 現 して い くた め 、第 5期計 画 で は 以 下 の 事

項 に つ い て 、地 域 の 実 情 を 踏 ま え て 記 載 す る こととす る 。

① 認 知 症 支 援 策 の 充 実
(例 :認矢口症 者 数 や ニ ー ズ の 把 握 と対 応 、サ ポ ー ト体 制 の 整 備 等 )

② 在 宅 医 療 の 推 進

(例 :市町 村 に お け る 医 療 との 連 携 の 工 夫 等 )

③ 高 齢 者 に 相 応 しい 住 ま い の 計 画 的 な 整 備
(例 :高 齢 者 住 ま い 計 画 との 調 和 規 定 等 )

④ 生 活 支 援 サ ー ビス (介護 保 険 外 サ ー ビス )

(例 :見 守 り、配 食 、買 い 物 な ど 、多 様 な 生 活 支 援 サ ー ビ ス の 確 保 等 )

Ｆ
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Ｌ

◆ 高 齢 者 を 取 り巻 く環 境 の 変 化 等 に 適 切 に 対 応 し、高 齢 者 が 地 域 で 暮 ら

(参考 :認矢□症等に関する地万自治体の取組事例)

OA市 では、高齢者のニーズを的確に把握し、第 4期介護保険事 業計画で地域密着型サービス基盤整備の充実や認知症サ

ポーターの育成等を掲げ、認知症に関する下記のような取り組みを進めている。

◇被保険者全員

活圏域 (地域)の課
(認知症分 )

認知症リネクのある対颯者に訪間

Q査盤量虚L対立登皿別アセスメントの実施
◇ 家族等近親者がいるケース
◇ 専Pl医受診勧奨の支援
◇ 介護認定申請からケアマネジメントの導入

〇地域包括支援センターの職員による
マネジメント

・介護予防アクティビティ事業
・閉じこもり予防事業

予防ヘルバーの導入

A市地域ケア会議によるモニタリングの継続実施

介護保険サービ
ス担 当者
会議支援

９

″



(参考 :在宅医療の推進に関する地方自治体の取組事例 )

急性期 回復期 維持期

O B市 等では、第4期介護保険事業計画における重点施策として「保健・医療・福祉の連携強化」を位置付け、例えば、脳卒中

の方への対応として、切れ 目なく医療や介護が受けられるように、地域連携診療計画書の作成と普及に取り組んでいる。

介護老人

保健施設
急性期病院
救命救急センター

脳卒 中センター
各市 医師会 、各市包括

各市障害者 センター

介護保険事業所

各市行政
市 中病院

その / その′

回復期

リハヒ
゛
リテーション

病 床

場ィ
1響

療養型病床

― ― ― ― ― ― … … … … … … … … … … … … … … … … 」

OA市 では、高齢者のニーズを的確に把握し、第4期介護保険事業計画で「高齢者の住宅支援」を掲げ、高齢者の住まいの整備

に関する下記のような取り組みを進めている。

《事業内容》

○ 本事業は、お元気な一般高齢者から介護度5迄の方への連続性、一貫性のある地域ケアを官民協働で

取組み実践し、地域社会への貢献を目指すもの。

○ また、「長寿」ではなく「元気で長生き」の実現のため、高齢者の生活習慣病予防に加えて、自立した生活

を妨げる要因に着目した生活機能低下の予防、または生活機能向上に取り組み、介護予防を推進する。

○ さらに、自助・互助・共助・公助の役割分llBを 明確にL´、高齢者に対する支援を地域で支える地域包挿ケ

アを実現するとともに、24時間対応の在宅療養支援診療所と訪間看護事業所を併設することで、高齢者の

緊急時はもとより様々な医療ニーズに対応できる体制を整備する。

①医療連携として、調斉1薬局における在宅輸液療法・訪問看護・在宅療養支援診療所等の連携構築を図

り中重度者対応を行う。

②介護療養型医療施設利用者の受け皿を「住宅」として整備する。

③A市の家賃助成制度 (市の単独事業)に基づき、適合高齢者専用賃貸住宅を核としたA市高齢者支援

住宅を整備し、低所得者の住まいの確保を行う。

④住宅室内では解消できない支援を LSA(ライフサポートアドバイザー)及び建物内サポーターが担う。

(買い物 =趣味娯楽 'お墓参り等外出を伴う付添支援)

⑤緊急通報システムによる見守り支援をオプションで軽度者に整備する。(市 の助成金事業)

(参考 :高齢者の住まいの計画的な整備に関する地方自治体の取組事例)
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(参考 :生活支援サービスに関する地方自治体の取組事例)

C区では、要介護者・要支援者・要介護認定非該当者に対する聖堕整L量並生家事援助サ=量 見壺り量三二K左1企護堡陰墨

サ三ビ丞盗受けられる体制が整備されている。

J=配食サ‐墜

サービス

内容・

利用者
負担

昼

食

1学校給食 :区 内の小学校で調理した、あたたかい学校給食をボラ
ンテイアが層ける(火・木曜 日).

2ボランティア給食:ボランティアの自宅て調理した食事を屈ける.

→

夕

食
地域の商店から、弁当を届ける (火・木曜 日)

→ ,l if`■  ■■il i

和1用

対象者
在宅の虚弱な高齢者、介護が必要な高齢者慮駒笹通登重も量濫査艶 護
調 蟻玄当責

…

■m
実 績 422人

行政負担 18,570′757円 (①、②は一般財源、③は介護保険の地域支援事業)

サービス

内容

介護予防の視点から、ホームヘルバーを

派遣し、家事援助 (掃 除・洗濯・調理・買い

物 )を 行う(【 週1口 又は週2回 稽度】

利用対象者

おおむね65歳 以上のひとり暮らし高齢者又

は高齢者のみの世帯で、日常生活を営むの

に支障がある方 (要 介護認定非該当者が利
用対象者となり得る)

利用者負担
Ш 回程度i且卿
遷蛯≧回曇謳菫_1月2,500円

実績 124人

実施主体 C区

行政負担 2r ,284 ,820F. (- fi,RM trF.)

3に こにこ訪問 (乳酸菌飲料の配達 )～見守リサービス

内 容
安否確認と孤独感解消のため、毎日乳酸菌飲料を配達
する(日 曜・休日を除く)

利用

対象者

70歳 以上の一人暮らしの者で、他に安否確認のサービス

を利用していない者

該当童のいずれでも可)

利用者負担 な し

実 績 2,444^

実施主体 社会福祉協議会

行政負担 2,041,472円 (C区からの補助金 )

4徘 徊探知機利用料助成  ～見守 リサービス

内 容
GPS端末機を利用して徘徊高齢者の居場所を探し出すシス
テムの費用の一部を助成する。

利用
対象者

区内に在住するおおむね65歳 以上の徘徊高齢者と介護する

家族         長         主ずれ
でも可 )

利用者負担 月Lttd田二塁匙塞豊菫墾壺重蜜圧翅うり

実績 15人 (う ち、要介護者 15人 )

行政負担 44,100円 (一般財源。初期費用のみ )

B市では、財団法人B市福祉公社による有償在宅福祉サービスがあり、要介護者・要支援者・要介護認定非該当者が、一定の負

担を行うことにより、家事援助・緊急時                           されている。

1対象者  次の要件を満たす者

①市内居住   ②おおむね65歳以上又は中度以上の障害のある者

―

者'非該当の三のしゴれでもコ)

③利用料金の支払いが可能である者  ④B市福祉公社と家事援助等給付契約を締結した者

型 コ

①基本サービス(必ず利用するサービス) → 利興‖二月螢1万円

3.実績

・ 利用者数 267人 (221世帯)平成22年7月 31日 現在          ∫
・ 予算 (平成22年度事業計画):約 1億 2′000万 円

※ B市は、B市福祉公社の基本財産 (4億1,599万 円)を出資しており、基本財産の運用収入も、B市福祉公社の収入源となつている。

平成22年度のB市からB市福祉公社への補助金 (総額)68,671,000円

区分 1内 容

|七盗藷|■午||‐ 1‐ず 市の公的サービスの他、介護保険の利用や社会資源の紹介、塚族との連携、専門機関への橋渡し等情
報の提供と生活設計の援助など

イ:看護師による月■回以上φ訪間 主治医や医療保健機関との連絡.健康相談 ,医療コーディネーター的活動など健康生活の支援

ウ:緊急時対応 夜間、休日等の緊急時の可能な限りの対応

②個別サービス(利用者の選択により受けることが可能なサービス)

tlll:|■1,研 ti■|11

協力員による家事援助(炊事、洗たく、掃除、買物など).介護援助(利用料:」Ш勤理鯉里生り
※ 協力員:B市福祉公社に登録された市内居住の主婦が主流の有償ボランティア。

:=: 力仕事サービス(草取り、雷かき等)、 医療相談 (嘱託医)、 法律相談(顧問弁護士)
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1輻蔓鼈tぎ
|

li鼈二象着

生活援助サービス (※ 1)

又は

予防サービス (※ 2)

の提供

指定事業者

A市の指定が

必要

※指定事業者数
・総数:8
・うち社福 :1

・っちNPO:2
・うち営濶j法人:5

>(1

※ 2

生活援助サービス :日 常生活における掃 除、
洗濯 、調理、買物その他の家事

予防サービス :運動器機能、口腔機能その

他生活機能 の低下の予防支援

(3予 防ヘルフサービス費

以下の表の通 り算定。ただし、26′ 100日 が上限。

一
績
剛
擬

一―一―
一　

　

３

一
　

※
小
―
―

自立支援に向けた
ケアマネジメント

予防ヘルプサービス費 (

の9割を支払う

‐
‐
‐「　
馨
天

「
、
「
―

Ｉ
Ｊ

|り段響
※ 状態が改善し、非該当になつた場合でも、必要な生活援助サービスが受けられるよ

う、NPOによる家事援助サービス等 (全 額利用者負担 )の 普及等を図つている。

61事業費イヒするととも1=1予防の取組 穂藁J二う1

(市民後見推進の取組事例①)

市民後見活動を首長申立に限定するケース

D区成年後見支援センター (区社協に委託 )

○ 事業概要

(相談、利用支援等の業務 )

・ 法律相談

弁護士等による成年後見制度に関する相談
窓日の設置 (月 2回 )

・ 成年後見制度利用支援

加齢等により成年後見等の手続きが困難な

方への必要書類の確認等の支援

・ 専門職後見人に関する情報提供

日 中 夜間 早 朝

生
活
援
助
サ
ー
ビ
ス

30分 ～ 1時間 2 200円 2760円

1時間 ～ 1時間 30分 3,080 R 3′ 860円

1時 間 30分 ～ 2時 間 3960Fヨ 4,960円

2時 間～ 2時間 30分 4′ 840円 6,0s0F]

2時 間 30分 ～ 3時 間 5720円 7,rcOn

予
防
サ
ー
ビ
ス

-30'〕 2,450円 3′ 060円

30分 ～ 1時間 4′ 260円 5330円

1時 間～ 1時間 30分 6,190 Fl 7,730n

¬時 間 30分 ～ 2時 間 7 070FЧ 8 840FB

2時 間 ～2時間 30分 7,950円 9′ 940円

2時 間 30分 ～ 3時間 9,360円 11,0308

(市民後見に関する人材育成等の業務 )

・ 市民後見に関する人材の育成

個人で成年後見人を受任できる区民後見人を育
成

(参考)研修時間(50時間)

・ 後見活動が可能と見込まれる案件について家庭
裁判所に区民後見人候補者を推薦

・ 区民後見人が選任された場合に、後見活動に関
する相談などの支援を行う。

区社協が後見監督人に選任

後見活動は区長申立案件に限定

(参考)

受任者累計 25人 (平成18年度～21年度 )

24



12ボ ランティア等が宅配 |

L…1==埜2■聖整菫L」

…公民館■集全所 等

バイタル等情報収集・遠隔支援による見守り

写諦話
~¬

| スーパー等へ |

正三   li♭
新たな市場
の創出

黎 =

精 尿病 等 の 豊者

Oバイタルデータを
随時医師等ヘ

自動的に送信
0医者は異常値を

早期に発見

地域の住民

○けが・病気などの

緊急時にテレビ電話
を用いて医師から

支援を受ける

④発注を受け、
公民館等へ宅配

/持続可能な集落内物流の仕組みづくり

【出典】経済産業省産業構造審議会産業競争力部会資料 (抜粋)

民生委員等 の派遣

医師、看護士、ヘルパー

民生委員等 の派遣

/民 FB5事業者による公共施設の利用

についてのルールづくり
/公民館の使用制限などを設けた

法令 。条例等の運用柔軟化

⑤利用者本人やボ

ランティアが各
自の荷物を
受け取る

攀

′情報共有体制

の整備 (個人

情報保護の

あり方等)

測 銀 整 Q轟

/遠隔医療における医師間の責任分界及び診療報酬のありんの整 IIP

適切な
配食サービ

/多職種間での情報共有の基盤整備 (プライバ シー、

セキ ュリテ ィ、情報閲覧権限の策定 )

/事業継続性を確保するための費用負担等
のビジネスモデルの策定
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第 5期介 護 保 険 事 業 計 画 策 定 体 制 の 例

○  日常            整 備 生星 進 し 【 曇 三 二 坐 の 王壁 と して 、 市 町村 介 護 保 険事業 計 画 の策

定 に当 た って 、 日常 生 五 圏 域 _ご とJこ 二日 常生 活 _圏重 望 金 _(仮コ直 J_猛登置 し、 日常生 活圏 1或 ニ ー X調
査 や 給 付 分 析 等 を 通 じて 把 握 した 地 1或の 諸 課 題 を踏 ま えて 、 サ ー ビスの整 」薦方 針 を 検 討 して い <こ と

が者 え られ る。
○  この _「 ヨ宝 生 活 圏 1或3[会 (仮 秘 )■ l― 、 既 在 の地コ 包 括 支援 セ ンタ ー運 営 協議 会 _1地域 密 着 型 ,_

ビ ス運 営 委 員 2ク 団 体 や 地』 住 民 2参 加 す る ことによ り、 ニ ー ズ |こ量Lした サ ー ビ ス整 備 が回 り

立 二 重 二 塁 も の と考 え られ る 。

都 道 府 県介 護 保 険 事 業 支 援 計画

市 町 村 介 護 保 険 事 業 計 画 策 定委 員 会

【市町村介護保険事業計画を策定】

地 域 包 括 支 援
センター

運 営 協 議 会 等

地 域 密 着 型
サ ー ビス

運 営 委 員 会 等

ゆ

吟

「介 護 保 険 事 業 に係 る保 険 給付 の 円 滑 な実 施 を確保 するため の基 本 的な指 針 」の基 本 的な考 え方 (案 )

I.介護 保険事業計画 に係る保険給 付の円滑な実施を確保するための基本 的な指針 (案)ついて

■ 各 自治体の「第 5期介護保 険事 業計画 」(平成 24～ 26年度 )作成のための基本 的な指針を示すもの 。

※ 今ヽ回の一音B改正 は、現行 の「第 4期介護保 険事 業計画」(平成 21～ 23年度 )作成 のための基本指針の―部改正。

○ 基 本 的 な 考 え方 は 以 下 の とお りで ある。

【基本的事項】.‐  | ・ | ‐

1      1          1      ■ ■  ‐ |‐

●1■■■■■■■|||

嚢:二|||||||||||

|       | |    |   ‐
|‐      ‐

地 域 住 民
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現時点における第 5期介護保険事業 (支援)計画の策定に向けた主な予定は、地方自治体の

事務実施に支障を生 じないこと等に留意のうえ、次のようなスケジュールを考えている。

在

「

′菫 ‐ 月

22年 度

■ O月

■ ■ 月

■ ,2月

■ ,ヨ

2月

3月

23有 三I菫

4月

5月

6月

フ リ呵

8月

9月

■ ()月

■ ■ 月

■ 2́月

■ 月

2月

3月

24年 4月

¬庁 巨三田け 本寸

一
‐
↑

者
「

lヽξ 鷹手り程 国

・ ニ ー ー ズ 調 査 r法 の 成 集 :
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1.介護療養型医療施設について

○ 療養病床再編成の今後の方針を決定するため、患者の状態像や現場の意向等、実態を把握

することが必要であると判断し、平成 22年 1月 から平成 22年 7月 にかけて、

(1)介護療養病床から他の施設等への転換実績・転換予定

(2)介護療養病床に入院している患者の状態像

等について調査を実施したところ。

○  (1)に ついては、介護療養病床からの今後の転換意向は、「未定」が約 60%、 「医療

療養病床に転換」が約 20%、 「介護老人保健施設へ転換」が約 10°/。であつた。

○  (2)に ついては、介護療養病床の憲者は、医療療養病床の憲者よりも高度な医療を必要

としない「医療区分 1」 の占める害」含が高く、高度な医療を必要とする「医療区分 2」 及

び「医療区分 3」 の害」含が低 <、 介護療養病床と医療療養病床の機能分担が進んでいるこ

とがわかった。

○ これらの調査結果を踏まえ、現在、介護保険部会において今後の方針を検討しているとこ

ろであり、方針が決定され次第、速やかに第 5期中におけるサービスの量を見込むに当た

っての基本的考え力を示す予定である。

(参考)医療区分の比較

医療療養病床

介護療養病床

晰謎

2511看護配置 43.3%

出典 :「 医療施設と介護施設の利用者に関する横断調勤 速報値
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2.施設・居住系サービスの量の見込みを定めるに当たつて参酌すべき標準 (い

わゆる37%の参酌標準)の撤廃について

○ 先般、施設・居住系サービスの量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準 (以下「3

7%参酌標準」という。)の撤廃については、「規制・制度改革に係る対処方針」において平

成 22年 6月 18日 、閣議決定されたところである。

○ これを踏まえ、基本指針 (告示)の具体的な改正案を検討し、平成 22年 10月 7日 、ニ

部改正を行つたところ。

○ なお、37%参 酌標準を廃止することになつたが、介護保険制度の基本的考え方として在

宅サー ビスと施設等サービスとのバランスの取れた整備を進めるという方針を変更するも

のではなく、あくまで地方分権の趣旨等を踏まえ、より地域において、その実情に応 じた基

盤整備が責任を持つて行えるようにしたものである。

○ 参酌標準は、市町村が地域の実情等に応 じて実際の介護サービス量等を自らの判断で介護

保険事業計画に定める際の参考とする数値であるため、この数値が廃止されたからといつて、

既に策定されている第 4期介護保険事業計画を直ちに変更する必要はないものと考えてお

り、また国からも市町村の判断事項である第 4期介護保険事業計画の変更を求めるものでは

ない。

・平成 22年 3月 29日

・平成 22年 4月 30日

・平成 22年 6月  7日

・平成 22年 6月 15日

口平成 22年 6月 18日

・平成 22年 10月 7日

内閣府行政刷新会議 第 1回規制・制度改革に関する

分科会の中で検討テーマとして審議

内閣府行政刷新会議 第 2回規制 口制度改革に関する

分科会の中で規制改革事項等が決定

内閣府行政昂1新会議 第 3回規制 口制度改革に関する

分科会で第一次報告書 (規制改革事項等)が了承

内閣府行政届1新会議で規制 口制度改革に関する分科会の第一次

報告書を了承

規制 口制度改革に係る対処方針について閣議決定

基本指針 (告示)の一部改正

‐
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3.施設 :居住系サービスの定員設定と指定拒否の仕組み (以下「総量規制」

という。)について

○ 既に 10月 8日付事務連絡でお示ししたとおり、総量規制の緩禾□については、「新成長戦

B各実現に向けた 3段構えの経済対策」 (平成22年 9月 10曰 閣議決定)における内閣府の

参考資料の中において、今後行政刷新会議規制 。制度改革に関する分科会において引き続き

検討する事項として示されたところである。

○ このことに関して、去る9月 17日の社会保障審議会介護保険部会 (第 32回 )において

御議論がなされ、その中で石川委員 (全国市長会 介護保険対策特別委員会委員長 (東京都

稲城市長))、 藤原委員 (全国町村会長 (長野県川上村長))をはじめ複数の委員から総量

規制堅持の御発言があつたところ。

○ 本事案については、都道府県及び市町村にとつて計画的なサービスの整備と介護保lk~財政

に深く関わる案件であるため、あらためて情報提供するとともに、貴管内の市区 F」J村に対し

ても、その周知方宣 し<お願いする。

○ 今後、内閣府との折衝等、状況の変イヒがあれば実情に応じ適宣情報提供を行う予定。

1111参酌標準

9■ 蒙 ,0辱■ ■111'蓄 昼 墜替 第 110条 に琴 ブ李、 甲 ゲ 定 め る「基 本指 針 ■ にお い て、1各 自治体 が介護 保 険事 業

(支援)計画に定めるサ■ビス見込彙を算定するにあたちての|‐「参酌すべき標準」のことをいう6● |‐ ‐ ■‐‐

|1蓄|||,す11111諄轟  安i五|||||■|
要 介護 認 定 者数 (要介 護 2～ 5)

≦  37%

(参考 1)
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(参考 )

平成 22年 9月 17日

全国市長会介護保険対策特別委員会委員長

稲城市長 石川良―

総量規制の緩和についての反対意見

保険者は、介護保険事業計画において、それぞれの地域で必要な介護サービス量などを見込

み、必要な介護サービスの整備を促進するほか、負担と給付のバランスを考慮 して、介護保険

料を決めている。介護保険法では、介護保険の給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態

となった場合においても、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応 じ自立した日

常生活を営むことができるように配慮することとされており、こうした観点から、居宅での生

活が困難となった高齢者のニーズなどを踏まえて、必要な施設サービス量などが見積もられる

ことになる。保険者は、高齢者が安心して地域で暮らし続けることができるように、地域づく

りの観点も視野に入れ、それぞれの地域に適 した介護保険の運営に努力してきたのである。

現在、国においては、介護総量規制の緩和が検討されることになつている。このことについ

て、保険者として強い懸念を持つている。

いわゆる総量規制は、介護保険事業計画に定めた施設定員が既に達 しているなど、必要量を

超過する場合に都道府県知事 口市町村長が指定を拒否できる制度であり、これまで過乗Jな 整備

による給付費の増高を抑制 してきているほか、地域的偏在を防止する効果があつた。保険者機

能を発揮する上で、重要な権限である。

しか し、総量規制が緩和されると、実質上、過剰整備を容認せざるを得ず、施設を中心とし

た介護サービスが特定の地域に偏在 した整備が進むことになる。かつて、土地の価格が安いこ

とから施設の建設が容易な地域に、高齢者ニーズをはるかに越えた整備が進み、極めていびつ

な事態が生じた地域もあつた。地域ごとの高齢者ニーズに即 した、介護保険事業計画を基礎と

する基盤整備が求められているのである。

問題となつているのは、人件費の高さや地価が高いといつた理由で整備がされにくいことで

あつて、総量規制を緩和 したからといつて解決するものではない。安易に総量規制を緩和して、

地域づくりの観点を無視 した量の確保を目指す政策は、保険者として容認できない。

介護総量規制の緩和については、明確に反対である。

Ｄ
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規制・制度改革に係る対処方針を別紙のとおり定める。

(別紙 )

(参考資料)経済対策のとりまとめに当たって検討し、今後行政刷新会議規制・制度改革に関する分科会に

おいて引き続き検討する事項

〈医療・介護〉

介護総量規制の緩和

規制改革事項 ⑭介護施設等の総量規制を後押ししている参酌標準の撤廃

対処方針 参酌標準を撤廃し、第 5期介護保険事業計画 (平成24
～26年度)か ら、各都道府県が地域の実情に応じて策

定可能とする。<平成22年度中検討 口結論、結論を得
次第措置>




